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【計画進捗管理シートの見方】

中野区障害者計画の計画期間は、令和６年度（２０２４年度）から令和８年度（２０２６年度）です。

計画期間中の各施策の主な取組について自己評価し、毎年度、中間報告をしています。

今回は令和７年度（２０２５年度）の報告です。

【計画策定時】

計画策定時点の実績値です。

【現状値】

計画期間中の直近前年度（７年度）の実績値

です。

【目標値】

計画策定時に設定した目標値です。

成果指標番号の下に※印は、計画策定時から、現状値（令和７年度）が低下または同値の指標を

示しています。



計画進捗管理シート

　　主な取組 ① 相談体制の強化

障害者計画計画名称

基本施策 １　障害者の権利擁護

■施策１　障害を理由とする差別の解消の推進（掲載ページ：Ｐ２３５～２３６）

取組内容 所管課
令和７（２０２５）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

1

成果指標

2
※

現状値
令和7年度

（２０２5年度）

目標値
令和８年度

（２０２６年度）

目標値
令和１０年度
（２０２８年度）

24.2%

実現すべき状態

　障害は、心身の機能の障害のみに起因するのではなく、社会の様々な障壁と相対するこ
とによって生じるものであるという「社会モデル（人権モデル）」を基幹として、障害のある
人が自身の意思で決定し、活動や社会参加の制約を受けることなく、地域生活や社会生活
を継続し、適切な支援を受けながらその人らしく生きられる社会が構築され、多岐に渡る
施策が行われています。
　差別解消や虐待防止のための障害への理解を促進する啓発活動への取組が行われると
ともに、施設従事者は研修や事業者間の連携の機会を持ち、専門性及び質が担保された
支援が行われています。

　当事者からの障害者差別に係る相
談は、最初は当該事項の担当所管が
受け、解決に至らない場合は障害福
祉課が受ける流れで、解決に向けて
の取組を行っています。解決が困難
なために関係所管が集まり、障害者
差別解消検証会議を開催したうえ
で、是正措置等の通知を行います。今
後も、解決困難な事例が発生しない
ように、差別を解消する取組を推進
します。
　そして、当事者が相談しやすい環境
を確保するために、区は各所管に、障
害者差別の解消及び合理的配慮の提
供に係る情報共有、当事者に対する
区における相談体制の周知等を行い
ます。

障害福祉課

　所管に対して障害を理由に本人が
不都合を感じ個別の配慮や対応を求
めた事案について4月と１０月に調査
を実施することで、所管で対応した
相談内容やそれに対する対応状況等
の情報共有を行った。また、その調査
と合わせて、全庁に対して、中野区に
おける障害者差別解消に関する相談
窓口について周知を行い、障害者差
別の解消及び合理的配慮の提供の推
進に努めた。

　引き続き、各所管に対して障害者差
別の解消及び合理的配慮の提供に係
る情報共有を行う必要がある。所管
にて障害者差別に係る相談が解決し
ない場合は、障害者差別解消検証会
議を開催し、適切な措置を講じる。

〇自己評価：

35% 40%

計画策定時
令和４年度

（2022年度）

31.9%

障害のある人に対する理解が「ある程度進んで
いる」、「十分に進んでいる」と回答した人の割
合

障害者差別解消法の「名前は知っている」「内
容も知っている」と回答した人の割合

計画策定時
令和４年度

（2022年度）

30.4%

目標値
令和１０年度
（２０２８年度）

40.5%

目標値
令和８年度

（２０２６年度）

38.5%

現状値
令和7年度

（２０２5年度）

34.2%
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　　主な取組 ② 合理的配慮の提供の推進

　　主な取組 ③ 障害者差別解消に係る区の取組の評価・改善

・所管に対して障害を理由に本人が
不都合を感じ個別の配慮や対応を求
めた事案について4月と１０月に調査
を実施することで、所管で対応した
相談内容やそれに対する対応状況等
の情報共有を行うとともに、障害者
差別の解消及び合理的配慮の提供の
推進に努めた。
・令和８年１月に第３期第３回差別解
消審議会を開催し、障害者差別にか
かる相談に対する所管の対応状況
や、区の啓発事業等について報告し、
意見や提案を受けた。

取組内容 所管課
令和７（２０２５）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

取組内容

　障害者への差別を解消するために
は、障害への理解を進めるとともに、
当事者への合理的配慮の提供が必須
です。
適切に合理的配慮が提供できるよう
に、区においては、定期的な調査を行
い、収集した事例を区職員に周知す
ることで情報の共有を図っていま
す。
　障害者差別解消審議会において
は、区が収集した合理的配慮の提供
等に係る相談事例や区が行った対応
について報告を受け、その対応が適
切であったかを審議します。不当な
差別的取り扱いが認められた場合に
おいては、改善した取組について意
見や提案を行っています。
　事例の共有や改善の提案を通じ、
障害のある人が適切に合理的配慮が
なされた環境で行政サービスを利用
できるようにするため、区各所管に
おいて必要な対応を講じるように継
続して情報を発信していきます。

　引き続き、各所管に対して障害者差
別の解消及び合理的配慮の提供に係
る情報共有を行う必要がある。

〇

　令和８年１月に第３期第３回差別解
消審議会を開催し、障害者差別にか
かる相談に対する所管の対応状況
や、区の啓発事業等について報告し、
意見や提案を受けた。また、　上記と
合わせて第2回差別解消審議会での
意見や提案を受けて検討した、全庁
的な対応方針を報告した。

所管課

〇

自己評価：

自己評価：

障害福祉課

　中野区障害者差別解消審議会等に
おいて、区における不当な差別的取
扱いの禁止や合理的配慮の提供につ
いての方針や啓発活動等の取組が適
正かどうか審議を行い、改善すべき
事項について意見及び提案を受け、
障害者差別解消の取組を進めます。 障害福祉課

　中野区障害者差別解消審議会から
提出された区の対応状況や啓発活動
等の取組について意見及び提案を関
係所管へ情報共有するとともに、障
害者差別解消の取組を推進する必要
がある。

令和７（２０２５）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題
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　　主な取組 ④ 理解促進及び啓発活動への取組

今後の課題

　障害を理由とする差別の解消を目
的として、毎年度、区民に向けた講演
会、小中学校及び行政窓口等への
リーフレット等の配布を行い、障害の
ある人について知り、理解する機会
を設けています。また、ヘルプマー
ク、ヘルプカードの必要な方への配
布、区民向けの周知等を行ってきま
した。
　障害者差別解消支援地域協議会に
おいては、小中学校への出前講座、
民間事業者との意見交換等を継続し
て行っています。
 　今後も、区民の目にふれ、知るきっ
かけをもっていただけるように、様々
な方法で啓発を行うこと、直接の対
話により理解を更に深められる機会
として出前講座や意見交換会等の継
続した開催が必要と考え、継続して
実施していきます。障害特性が様々
であるように、必要とする支援は一
人ひとり異なることを踏まえ、幅広い
テーマで実施します。
　また、より区民への理解が広がるよ
う、地域で開催される各種イベントに
おいて、主催者に障害の有無に関わ
らず参加しやすくなるための配慮や
工夫を呼びかけていきます。

障害福祉課

自己評価： 〇 　引き続き様々な方が広く参加でき
るよう取組内容を検討し、障害を理
由とする差別解消のため、障害を理
解する機会の充実など啓発事業を進
める必要がある。

・区内民間事業者、区民向けに障害
理解促進ワークショップを開催した
ほか、中野区障害者自立支援協議会
における障害者差別解消部会にて、
民間事業者との意見交換会や小中学
生等を対象に合理的配慮等を題材と
した出前講座を実施した。
・採用２年目職員及び管理職候補者
を対象に差別や合理的配慮に関する
研修を実施し、中野区職員における
差別解消の推進に係る意識の醸成を
図った。
・中野区聴覚障害者福祉協会主催の
第２回手話言語まつりを区が共催し、
手話を用いた脱出ゲームを通じて、
手話の話者と小学生親子との交流を
図った。
・障害の理解促進・ふれあい交流事業
において、区内障害者就労支援施設
利用者と一緒に自主生産品の作成作
業体験を行うワークショップやアイマ
スクを着用し盲導犬と歩く体験学習
を開催することで、交流の機会を
図った。
・ポスターやデジタルサイネージの掲
示により、ヘルプマーク・ヘルプカー
ドを周知したほか、区立小中学生へ
の差別解消リーフレットの配布及び
中野駅ガード下ギャラリー「夢通り」
にパネルの展示を行った。

取組内容 所管課
令和７（２０２５）年度の
取組状況と自己評価
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　　主な取組 ① 障害者虐待防止相談体制の強化

　　主な取組 ② 障害者虐待防止への理解促進のための啓発事業の推進

■施策２　障害者虐待防止の取組（掲載ページ：Ｐ２３７～２３８）

取組内容 所管課
令和７（２０２５）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

令和７（２０２５）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題取組内容 所管課

　虐待防止セミナーの開催、リーフ
レットの配布等により、啓発活動を継
続して行います。また、適宜、虐待防
止マニュアルを改訂し、最新の取組や
考え方の周知を図っていきます。障
害者の虐待を防止するためには、障
害者差別の解消と同様に、地域にお
ける多様な障害への理解促進が求め
られており、効果的な啓発のための
取組を検討し、実施していきます。

障害福祉課

自己評価： 〇 　引き続き周知啓発に取り組んでい
く。

　障害者虐待防止に関する研修の実
施や、パンフレット「みんなで作ろう
障がい者虐待のない社会」により、障
害者虐待防止への理解や通報義務に
ついての啓発を行った。関係機関へ
は令和６年３月に改訂した虐待防止
マニュアルにより、虐待にあたる内容
の確認や発生時の対応について引き
続き周知している。

　区は、障害福祉課に障害者虐待防
止センターを置き、通報への対応、虐
待防止に係る啓発事業を実施してい
ます。
　区の障害者虐待防止センターへの
通報・届出のほかに専用電話による
24 時間受付体制の確保、地域の相
談や通報・届出機関としてすこやか障
害者相談支援事業所を位置づけ、相
談体制を構築しています。
　事例によっては弁護士等による事
例検討会や専門的支援により、客観
的な判断や権利をどのように守るか
について助言を受ける機会や、カウ
ンセラーによるカウンセリングを受け
る機会を設けています。
　ハードの面では、一時的に保護する
ための居室は、身体・知的障害者、精
神障害者それぞれに確保していま
す。
　虐待を発生させないための対策が
第一ですが、虐待の通報・届出があっ
た時に、被虐待者にすぐコンタクトで
き、支援につなげられる体制の確保
及び維持は必須であり、また、早期対
応、早期介入ができるよう、障害者虐
待防止センターの機能について、誰
もが知っているセンターとして認識し
てもらえるように更に周知していき
ます。
　また、虐待者が養護者である家族
だった場合、養護者等へ相談や指導
及び助言等も行います。介護負担を
軽減するために専門機関からの助
言・支援を受けながら、日常生活への
支援を行っており、関係機関との連
携をさらに強化していきます。

障害福祉課

自己評価： 〇 　引き続き、虐待と思われる事態が
発生した際の被虐待者への支援を行
うとともに、虐待防止のための周知
啓発を行う。

・令和７年度の障害者虐待通報受理
件数は３２件となった。内訳として、
延べ件数で精神障害者が１４件、知的
障害者が１１件、身体障害者が１０件
であった。前年度の通報受理件数４４
件から１２件の減少となった。虐待が
疑われる障害者の安全を守るための
迅速な対応、再発防止に向けた調整
を行った。
・相談支援専門員及び区民向けに障
害者虐待防止研修を実施し、虐待防
止センター機能の更なる周知を図っ
た。
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　　主な取組 ③ 施設従事者等の専門性と質の確保

　　主な取組 ① 成年後見制度の利用支援等の推進

　　主な取組 ② 成年後見人の利用促進

取組内容 所管課
令和７（２０２５）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　施設従事者等による虐待は全国的
に増加傾向にあり、死亡事故や重大
事案が発生しています。このことを憂
慮し、区としても虐待防止対策を推
進していきます。
　特に通報件数の多い施設入所支
援、共同生活援助、生活介護事業所、
放課後等デイサービス事業所などに
ついては、専門性とサービスの質を
確保するために人材育成研修の実
施、研修への参加促進及び、虐待防
止体制のチェックなどを行います。

障害福祉課

自己評価： 〇 　引き続き、虐待と思われる事態が
発生した際の施設への指導や注意喚
起を行うとともに、虐待防止のため
の研修や周知啓発を行う。

・令和７年度の障害者虐待通報受理
件数は３２件となった。そのうち、施
設従事者等による虐待は１６件で、前
年度の１９件から３件の減少となっ
た。
・通報があった施設に対しては、聞き
取り調査を行い、虐待が発生した環
境・人的要因と、再発防止のための対
策を確認した。従事者への面接や本
人への意向確認も進めながら、改善
計画の提出を促した。

　区においては、成年後見制度の利
用促進において、本人の尊厳と意思
決定を尊重した意思決定の支援、制
度運用、権利擁護に取り組むネット
ワークの構築、制度の正しい理解を
促進していきます。
　障害者本人の権利や自己決定を最
大限に尊重できるように、成年後見
制度においては本人の状況に合わ
せ、補助、保佐、後見のいずれかの区
分に分かれること、どこでどのような
手続を行う必要があるのか等を知る
ことができるように、情報提供を行っ
ていきます。

福祉推進課
障害福祉課

自己評価： 〇 【福祉推進課】
　成年後見制度に関連する民法の条
項が大幅に改正される見込みである
ため、支援にあたる職員や関係者が
正しく理解するとともに、制度を必要
とする人が円滑に利用できるよう、
変更点についての周知を図ることが
必要である。

【障害福祉課】
　意思決定支援や成年後見制度の正
しい理解を広めるため、手法等を工
夫して普及啓発事業を実施する。

【福祉推進課】
　成年後見制度連携推進協議会を2
回開催し、関係団体等で課題の共
有、連携について協議するとともに、
成年後見等支援検討会議を１８回開
催し、具体的な案件の支援方針や適
切な後見人等候補者などについて検
討を行った。また、成年後見制度及び
任意後見制度の説明会を4回、出前
勉強会を7回実施することにより、計
278人に制度の正しい理解促進を
図った。

【障害福祉課】
　制度や費用などの正しい知識を広
めるため、区のＨＰで広報した。

■施策３　成年後見制度の利用促進（掲載ページ：Ｐ２３８～２３９）

取組内容 所管課
令和７（２０２５）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

取組内容 所管課
令和７（２０２５）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　成年後見制度を利用するためには、
申立てする際の手数料等や鑑定費
用、成年後見人等への報酬負担が発
生します。成年後見制度の利用を必
要としている障害のある人が、躊躇
なく制度の利用につながるよう、助
成制度等の周知を一層進めていきま
す。

福祉推進課

自己評価： 〇 　成年後見制度の利用が必要な人が
報酬負担が理由で申立てをあきらめ
ることのないよう、今後も機会をとら
えて報酬助成制度の周知を図ってい
く。

　経済的な理由から成年後見制度の
利用をあきらめてしまうことのない
よう、令和8年度からの成年後見人
等報酬費用助成を拡充した。各専門
職団体に通知を送付するとともに、
成年後見制度連携推進協議会、成年
後見等支援検討会議等で報告するな
ど周知を図った。
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計画進捗管理シート

　　主な取組 ① 重度障害者支援の充実

　重症心身障害児（者）や、医療的ケア
が必要な人が社会活動に参加できる
場所として生活介護を実施していま
す。
　医療的ケアが必要な人は増加して
おり、家庭における介護負担も大き
いことから、新たな整備や拡充は急
務です。生活介護事業所において、東
京都重症心身障害児（者）通所事業の
指定を受け、医療職を含む専門職員
確保、活動場所の環境を整備して
サービス提供の確保を行っています
が、今後も更なる受入れ枠の拡充を
図る必要があり、引き続き整備に係
る検討を行っていきます。
　在宅生活においても、重症心身障
害児（者）が利用できる短期入所につ
いて、既存の事業所との調整及び新
たな事業所の整備･拡充を行います。

障害福祉課

自己評価： 〇 ・生活介護及び短期入所の充実につ
いては、継続して検討していく。
・江古田三丁目重度グループホーム
等整備事業は令和９年度の開設に向
け、工事スケジュールを把握し、受け
入れ体制等について、運営事業者等
や当事者との調整を進める。
・支援の場所の拡充（外出時等）につ
いて、事業者や当事者、近隣区の状
況調査や、既存事業との整理を踏ま
えた検討を行っていく。

・生活介護については、特別支援学校
の在籍児に係る調査を毎年行ってお
り、ニーズ把握に努めている。また、
公有地の活用における整備検討も
行った。
・短期入所における医療的ケアの実
施については、障害者支援施設江古
田の森とは医療的ケアのある方が利
用できるようになるための検討・調
整を行い、利用へとつなげた。
・在宅レスパイト・就労等支援事業の
令和8年度実施に向け、年間利用上
限を144時間から288時間に拡充
するとともに、支援の場所について
は自宅に加え学校等を追加した。ま
た、報酬単価の引き上げを実施した。

70%

■施策１　障害特性等に配慮したきめ細かい支援（掲載ページ：Ｐ２４２～２４３）

取組内容 所管課
令和7(2０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

2
※

外出する時に特に困ることはないと考える障
害のある人の割合

計画策定時
令和４年度

（2022年度）

現状値
令和7年度

（２０２5年度）

目標値
令和８年度

（２０２６年度）

目標値
令和１０年度
（２０２８年度）

57.7% 57.6% 67%

計画名称 障害者計画

基本施策 ２　地域生活の継続の支援

実現すべき状態

　地域生活を継続するための資源として障害福祉サービスのサービス量が確保され、それ
ぞれに必要なサービスが提供されています。
　障害の状況、ともに生活する家族等の状況、年代等、様々な背景が考慮され、その人らし
い地域生活を継続するために、これらの状況を把握したうえで、計画的にサービスが整備
されています。
　障害福祉サービス等を利用するために相談支援体制が確保され、適切に相談支援が行
えるよう、専門性を強化・充実させるための研修の機会や関係機関との連携等の仕組みが
構築されています。
　サービスを提供する福祉人材を確保する取組がなされ、育成する仕組みが構築されてい
ます。
　障害のある人もない人も共に地域社会に生きる共生社会が実現し、包括的に支援が行
われる環境が整備されるように検討が継続されています。

成果指標

1
※

障害福祉サービスを利用していない理由とし
て、「サービスを知らない」、「利用方法が分か
らない」と回答した人の割合

計画策定時
令和４年度

（2022年度）

現状値
令和7年度

（２０２5年度）

目標値
令和８年度

（２０２６年度）

目標値
令和１０年度
（２０２８年度）

30.8% 31.2% 12% 10%
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　　主な取組 ② 多様化するニーズへの対応

　　主な取組 ① 地域の相談支援体制の強化

・事務局を務める障害者自立支援協
議会施設系事業者連絡会において
は、テーマを設けて意見交換を行っ
たほか、事業者間交流研修や、外部
講師を招聘した研修を行った。
・相談支援専門員の専門性強化の取
組として、障害者自立支援協議会内
に相談支援専門員連絡会を設置し、
専門員同士のネットワーク形成を促
進した。

■施策２　相談支援体制の充実・強化（掲載ページ：Ｐ２４４～２４５）

取組内容 所管課
令和7(2０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　すこやか障害者相談支援事業所に
おいては、一般相談、計画相談、地域
相談を担っています。この中で、地域
相談においては、新型コロナウイルス
感染症の感染対策のため、入所施設
等や精神科病院への訪問が行えない
期間が続いていました。入院患者の
高齢化も進んでおり、地域移行を推
進するために、支援体制の強化を図
ります。
　また、専門性の強化として、相談支
援専門員に対し、中野区相談支援専
門員ハンドブックの配布、定例的な連
絡会及び研修会等を実施していま
す。身体障害、知的障害または精神障
害のそれぞれの障害特性に応じた相
談への対応、障害の多様化に応じた
相談を行うために、専門性の強化や
関係機関等との連携による情報やノ
ウハウの共有等を更に進めていくた
めの体制を確保します。

障害福祉課

自己評価： 〇 ・引き続き、施設系事業者連絡会を通
して、職種を問わず施設従事者の情
報交換、課題等の共有について推進
していく。
・相談支援専門員連絡会を通して、専
門員の情報・ノウハウの共有について
推進していく。

取組内容 所管課
令和7(2０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　障害のある人の障害の状況や年齢
だけでなく、その人を取り巻く家族等
への支援も地域生活を継続するため
に欠かせません。障害者の介護者で
ある親の就労の継続、または介護負
担を軽減するため、日中活動系サー
ビス利用終了後の夕方から夜にかけ
て、障害のある人の支援環境の確保
が必要であり、これまでも継続して検
討を行ってきました。障害の状況、年
齢、生活の背景等、それぞれに合わせ
た多様な支援を提供するために、専
門性を担保し、安全かつ継続的に夕
方の居場所を確保できるよう、実現
に向けた検討を行っていきます。
　また、障害者情報アクセシビリティ・
コミュニケーション施策推進法が施行
され、等しく情報を取得する環境を
整備し、情報通信ネットワークの利
用・情報通信技術の活用を行えるよ
うに、環境の整備及び支援を推進し
ていきます。

障害福祉課

自己評価： 〇 ・都補助を活用し、弥生福祉作業所や
民間事業所において夕方の居場所確
保に向けて検討、実施していく。
・引き続き障害者による情報の取得
及び利用並びに意思疎通に係る施策
を検討し、推進する必要がある。

・夕方の居場所確保について都へ補
助に関する確認や近隣自治体への対
応方法の聞き取りを行った。
・弥生福祉作業所において、夕方支
援について検討し試行できる体制を
整備した。
・点字版やルビ付きの会議資料を提
供したほか、なかの区報の音声版・点
字版の無料提供及び電子メールまた
はファクシミリでの情報配信を行っ
た。
・手話通訳者、要約筆記者及び失語
症者向け支援者等、障害特性に応じ
た意思疎通支援事業を継続して実施
した。
・会話音声を文字に即時変換し表示
させる透明ディスプレイを障害福祉
課窓口に設置し、相談業務において
活用した。
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　　主な取組 ② 専門相談の推進

　　主な取組 ① 福祉人材の確保

　福祉人材の不足を解消するため、
中野区社会福祉協議会が主催し、合
同就職セミナーを開催するなどの取
組を行っています。区においても安
定したサービスの提供体制の確保、
地域生活を継続するための支援を実
施する支援者を確保するための取組
を強化していきます。
　支援職員が、処遇、育成計画などに
より、働き続けたいと思える環境を
作るために区としても積極的に取り
組む必要があります。人材の確保は、
介護分野における特定技能外国人の
受入れの区内事業所への周知や、日
本で生活をする外国籍の方に進路の
選択肢として知ってもらう機会を設
けるといった対応の検討もしていき
ます。

障害福祉課

自己評価： 〇 ・継続して周知を行う。
・福祉人材不足の状況は区内障害福
祉サービス事業者においても表面化
しており、居宅介護や重度訪問介護
事業者における人材不足は、一部で
必要な支援を確保できないといった
影響も生じていることから、福祉人
材の確保は喫緊の課題となってい
る。そのため国や東京都の人材確保
のための施策に加え、中野区として
も人材の確保、育成、定着のための
検討や具体的施策を講じていく必要
がある。

・東京都の福祉人材情報バンクシス
テムのＨＰ「ふくむすび」や、東京ハ
ローワークの「人材確保・就職支援
コーナー」などのリンクを区のＨＰに
貼り、福祉の仕事の現場や魅力を広
く知ってもらうよう周知した。
・つむぎなどの委託事業で、東京都
障害福祉サービス等職員居住支援特
別手当の実施による処遇改善を見込
んだ予算を確保した。
・区内居宅系障害福祉サービス事業
者を対象に福祉人材の確保状況や外
国人従事者の雇用状況等についてア
ンケート調査を実施した。

■施策３　福祉人材の確保・育成（掲載ページ：Ｐ２４６～２４７）

取組内容 所管課
令和7(2０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

・障害福祉サービス事業所向け研修
は年１０回実施した。全事業所向けと
相談支援専門員向けに分け、受講対
象のニーズに対応したスキルアップ
研修を実施した。
・高次脳機能障害などの障害特性に
合わせた個別相談のあり方につい
て、障害者地域自立生活支援セン
ター運営事業者と意見交換を行っ
た。
・基幹相談支援センター機能の一つ
として、地域の関係機関のネットワー
クの充実に向け、すこやか障害者相
談支援事業所連絡会において関係機
関と制度等に関する情報共有を図る
ほか、障害福祉サービスマニュアルの
作成・配布を通じて専門性の高い相
談支援体制の整備を進めた。
・障害者自立支援協議会内の相談支
援専門員連絡会で、相談支援専門員
のネットワークづくりや連携を推進し
た。

取組内容 所管課
令和7(2０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　基幹相談支援センター（障害福祉
課）を中核として相談支援事業所と
の連携や専門性を強化するための人
材育成などに取り組んでいます。研
修は、委託による実施に切り替え、専
門事業者が障害福祉サービス事業所
へのニーズ調査を行った上で、その
時々に求められている研修内容を反
映して実施します。
　また、発達障害や高次脳機能障害
といった専門別の相談については、
利用者の動向を確認しながら実施回
数の増減等の検討を行い、適切に専
門相談を受けられるようにしていき
ます。
　更に、専門相談だけでなく、障害特
性に応じ適切な相談支援が受けられ
るように、基幹相談支援センターを中
心として、連携の強化や人材育成等
により支援体制の整備を図っていき
ます。

障害福祉課

自己評価： 〇 ・引き続きすこやか福祉センターやす
こやか障害者相談支援事業所、その
他の相談支援機関との連携を強化す
るとともに、専門性の高い相談支援
などに対応できる体制の充実を図っ
ていく。
・高次脳機能障害などの専門別相談
は、その障害特性に合った利用しや
すい場所や環境整備を引き続き行
う。
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　　主な取組 ② 福祉人材の育成

　　主な取組 ① 当事者本位の総合的かつ横断的な支援の推進

　本人や家族への支援を充実させる
ため、関係機関との連携のもと、施策
を総合的に展開し、切れ目のない支
援を行う必要があります。
　ひとつの問題が解決してもそれで
終わりではなく、継続的な伴走型支
援が必要とされています。行政だけ
でなく、アウトリーチ型の支援を行っ
ている様々な担い手がそれぞれの役
割を適切に遂行するように、障害の
特性に応じた支援にどのように取り
組んでいくことができるのかについ
て、関係機関との連携を図りながら、
総合的かつ横断的な取組を推進しま
す。

障害福祉課

自己評価： 〇 　計画相談支援事業所への後方支援
や相談支援専門員連絡会などのネッ
トワーク形成を支援していく。

　基幹相談支援センターとして、地域
の計画相談支援事業所やすこやか障
害者相談支援事業所の後方支援、伴
走支援を行った。

・障害福祉サービス事業所向け研修
は年１０回実施した。全事業所向けと
相談支援専門員向けに分け、受講対
象のニーズに対応したスキルアップ
研修を実施した。
・東京都相談支援従事者研修におけ
る地域実習の受け入れ先として区内
事業所の情報を提供したり、区内の
主任相談支援専門員に指導の依頼を
した。主任相談支援専門員の自主勉
強会を後方支援した。
・事務局を務める障害者自立支援協
議会施設系事業者連絡会において
は、テーマを設けて意見交換を行っ
た他、事業者間交流研修や、外部講
師を招聘した研修を行った。
・居宅系事業者連絡会の開催にあた
り、福祉人材の確保のための講演会
を行うとともに、人材確保のための
課題などについてディスカッション
の場を設け、事業所間の情報共有を
行った。

■施策４　地域共生社会の実現に向けた取組の推進（掲載ページ：Ｐ２４８）

取組内容 所管課
令和7(2０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

取組内容 所管課
令和7(2０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　障害者の重度化や高齢化、介護者
の就労等、様々なニーズに対応でき
るように障害福祉サービスが多様化
するとともに、区内の障害福祉サー
ビス事業者数も増加しています。そう
した中で、サービスの質の確保を図
るため、基幹相談支援センター業務
として人材の育成を図るべく区内の
通所施設従事者等を対象に「障害福
祉サービス従事者人材育成研修」を
実施しています。専門の事業者に委
託し、ニーズ調査を行い、現場の声を
把握した上で研修のテーマを定める
など、スキルアップにつながる研修と
なるようにしました。今後も、従事者
の専門性の確保、障害者の重度化・高
齢化や、障害福祉サービスの多様化
に対応できるように、様々なニーズ
をすくい上げ、育成研修を継続し、専
門性の確保に努めます。
　また、中野区障害者自立支援協議
会には、居宅系及び施設系の事業者
連絡会を設置しており、事業者間の
連携や情報交換、研修などを行って
います。研修、情報共有の機会を確保
しながら、支援の質を向上させるた
めの機能として今後も継続していき
ます。

障害福祉課

自己評価： 〇 ・事業所向け、相談支援専門員向けの
研修を行い、事業所職員のスキル
アップを図っていく。
・引き続き、施設系事業者連絡会を通
して、職種を問わず施設従事者の情
報交換、課題等の共有について推進
していく。
・人材確保のための協議の場を居宅
系事業者に限らず、障害福祉サービ
ス事業者の共通課題と認識し、必要
な協議の場を設けるなど検討してい
きたい。併せて事業者に対し、集団指
導を実施し、サービスの質の向上も
図っていく。
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　　主な取組 ② 地域ケアの推進

取組内容 所管課
令和7(2０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　居場所づくりや就労支援などの社
会参加への支援、地域資源の開発や
担い手の育成といった地域作りを進
めていくため、重層的支援体制整備
事業との整合性を図りながら体制整
備を進めます。
　また、支援においてこれまで以上に
専門機関や関係者との連携が必要に
なってくることから、連携や地域課題
の解決のための仕組みである地域ケ
ア会議において積極的に障害者への
支援について発言を行い、連携の強
化を図ります。
　地域における居場所づくりと併せ、
重度障害者等が在宅生活を継続でき
るように在宅療養体制の充実につい
て、制度の拡充を進めます。

障害福祉課

自己評価： 〇 　障害者自立支援協議会と引き続き
連携を進めるとともに、相談支援専
門員連絡会やピアサポーター養成に
より、地域のネットワーク形成を支援
していく。

　地域の担い手育成の観点から、精
神障害者のピアサポーター養成と活
用を継続して行っている。ピアサポー
ターは障害者地域自立生活支援セン
ター運営事業者にて活躍いただける
ようスタッフとしている。
　地域における相談支援体制の整備
や社会資源の開発などを推進する障
害者自立支援協議会等と連携・協働
を行った。
　障害者自立支援協議会内の相談支
援専門員連絡会で、相談支援専門員
のネットワークづくりや連携を推進し
た。
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計画進捗管理シート

　　主な取組 ①　支援体制の強化

　地域移行において候補にあげられ
る共同生活援助について、重度障害
者の受入れが可能な事業所は、設備
の充実、支援者の専門性の確保や医
療職等の配置などが必要です。介助
が必要な時間帯や日中の職員を厚め
に配置する必要があり、民間事業者
による自主的な運営では実施が難し
いため、区が誘導し、整備を推進する
必要があります。
　江古田三丁目重度障害者グループ
ホーム等の整備においては、重度障
害者の支援のための補助を実施する
ものとし、令和９年度（2027 年度）
の開設を目指して整備を進めていま
す。この他にも、重度障害者が利用で
きるようにするため施設・設備の整
備、職員の体制強化が必要な場合に
おいて、区としての取組を検討して
いきます。

障害福祉課

自己評価： 〇 　江古田三丁目重度グループホーム
等整備事業は令和９年度の開設に向
け、工事スケジュールを把握し、受け
入れ体制等について、運営事業者等
や当事者との調整を進める。

　江古田三丁目重度障害者グループ
ホーム等整備事業については、実施
設計は策定完了し、起工した。

１４５人

■施策１　施設入所者等の地域移行の推進に向けた取組（掲載ページ：Ｐ２５１～２５２）

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

2
精神科病院での長期（１年以上）入院を経て退
院した人の数（平成27年度以降の累積数）

計画策定時
令和４年度

（2022年度）

現状値
令和7年度

（２０２5年度）

目標値
令和８年度

（２０２６年度）

目標値
令和１０年度
（２０２８年度）

76人 105人 １２９人

計画名称 障害者計画

基本施策 ３　入所施設等からの地域生活への移行促進と定着支援

実現すべき状態

　障害のある人が地域の一員として、自分らしい暮らしをすることができる地域社会と
なっています。
　入所施設からの退所者及び精神科病院からの退院者は、地域生活を体験する機会を通
して、自ら住みたいところを選び、各自のライフスタイルに合った暮らしをしています。
　障害のある人が住み慣れた地域で安心して生活を送るための社会資源が整備され、入
所施設等からの地域移行が進んでいます。
　居住、就労、相談、緊急一時保護など、多方面から地域生活を支えるサービスの提供体制
が整備され、障害のある人や家族が安心して地域生活を送っています。

成果指標

1
入所施設から地域移行した障害のある人の数
（平成27年度以降の累積数）

計画策定時
令和４年度

（2022年度）

現状値
令和7年度

（２０２5年度）

目標値
令和８年度

（２０２６年度）

目標値
令和１０年度
（２０２８年度）

１５人 23人 ２７人 ３３人
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　　主な取組 ② 地域資源の整備

　　主な取組 ① 精神科入院患者の地域移行の推進

　　主な取組 ② 地域生活を支える体制整備の拡充

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　区内の精神障害者を主たる対象と
した共同生活援助は、その利用者の
半数以上が他自治体が実施機関に
なっており、中野区が実施機関の障
害者はその約半数が区外事業所を利
用しています。退院後の受け皿とし
て、住み慣れた地域に地域移行を果
たし、生活を継続するためにも、区内
における共同生活援助の整備を推進
していきます。入院中の精神障害者
の地域移行後生活基盤の整備とし
て、共同生活援助以外の障害福祉
サービスについても拡充していきま
す。

障害福祉課

自己評価： 〇 　地域移行の促進を引き続き対応し、
かつ退院後の地域生活を安定して継
続・定着させるための支援体制につ
いて検討していく。

　入院前に中野区に居住しており、退
院後も引き続き中野区での生活を希
望している方へは、希望に沿うよう
中野区内の共同生活援助などの情報
提供をして、地域移行を促している。

■施策２　精神障害者の地域移行を支える体制整備（掲載ページ：Ｐ２５３）

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　精神障害者を対象とした地域生活
支援拠点において、地域移行プレ事
業を開始し、地域移行コーディネー
ターを配置し、円滑な地域移行につ
なげるための前段階の支援を行って
います。
　新型コロナウイルス感染症による行
動制限が撤廃され、医療機関にアプ
ローチし、退院意欲の喚起、アセスメ
ント等を行い、積極的に指定障害福
祉サービスの利用に結びつける支援
に取り組みます。
　中野区内に精神科の入院病棟がな
く、アウトリーチにも時間を要する地
域の特徴を踏まえ、地域移行への支
援を推進するために必要な体制整備
を行います。

障害福祉課

自己評価： 〇 　地域移行プレ事業を通じて、地域移
行の促進が期待できることから、引
き続き事業を継続していく。

・地域移行プレ事業の支援対象者は１
７名だった。地域移行・地域生活支援
コーディネーターを配置し、障害福祉
サービスの地域移行支援に引き継ぐ
ため、精神科病院を定期的に訪問し
て入院患者と面会し、地域移行の希
望の掘り起こしや退院意欲の喚起を
行い、各患者の心身の状況や意向等
を把握した。
・精神科病院の地域生活支援拠点事
業への理解を促進するため、中野区
民の入院者を多く有する精神科病院
を中心に説明の機会を設けた。

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　区において重度障害者グループ
ホーム等の整備を推進しています。
介護者が高齢になっても住み慣れた
地域において生活を継続できるよう
に、共同生活援助の整備は必須であ
り、江古田三丁目重度障害者グルー
プホームだけでなく、適した区有地の
確保ができるよう、その次の整備に
向けた取組を行っていきます。
　また、重度の障害のある人への支
援を可能とするため日中サービス支
援型共同生活援助等、ニーズの確認
や、障害者地域生活移行・定着化支援
事業の活用を検討し、地域移行を希
望する人に対する支援を進めます。

障害福祉課

自己評価： 〇 　重度障害者共同生活援助及び短期
入所並びに生活介護施設の整備を検
討していく。

・区有地を活用した共同生活援助や
その他サービスの整備について、検
討した。
・特別支援学校等在籍児調査を行
い、将来の日中活動系サービス利用
者数を推計し、次の整備が必要な時
期を把握したうえで検討を行った。
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　　主な取組 ③ 精神障害者にも対応した地域包括ケアシステムの構築への取組

　　主な取組 ① 身体・知的障害者を対象とした地域生活支援拠点の整備

　　主な取組 ② 地域生活の継続、定着支援のための支援体制の強化

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　既に実施している精神障害者を対
象とした地域生活支援拠点において
は、病院や区内障害福祉サービス事
業所等に事業の周知を行い、連携に
向けた基盤づくりを進めます。また、
運営状況を中野区障害者自立支援協
議会に報告し、機能充実のための検
討の機会を確保します。
　基幹相談支援センターや地域の相
談支援機関を中心に、既存の施設や
事業所等がそれぞれの役割をもっ
て、効果的に支援が行える体制が確
保できるように関係機関と定期的に
調整を図り、入所施設等からの地域
移行・地域定着を進めていきます。

障害福祉課

自己評価： 〇 　障害のある人が地域で生活を継続
し、定着していくための支援体制の整
備を行っていく。

　精神障害者の地域生活の継続・定
着のための支援として、地域生活支
援拠点事業にて地域生活の体験、緊
急時の保護を実施した。運営状況を
障害者自立支援協議会に報告した。

　身体・知的障害者を対象とした地域
生活支援拠点は、重度障害者グルー
プホーム等に併設して整備する予定
であり、令和９年度（2027年度）に
開設を見込んでいます。
　知的障害者及び身体障害者を対象
とした地域生活支援拠点は、介護者
である家族の高齢化や疾患など、緊
急時の対応も重要な要素と考え、適
切に相談に応じられるようにコー
ディネーターを配置する予定として
います。
　精神障害者を対象とした地域生活
支援拠点ippukuと、それぞれが役
割分担して、障害者相談支援事業所
との連携を図りながら地域生活支援
拠点が有機的に機能するために、中
野区における地域生活支援拠点のあ
り方を再構築していきます。

障害福祉課

自己評価： 〇 　令和９年度の江古田三丁目重度障
害者グループホームの施設開設に合
わせて身体・知的障害者を対象とし
た地域生活支援拠点設置の準備を進
めていく。

・江古田三丁目重度障害者グループ
ホーム等整備事業については、実施
設計は策定完了し、起工した。
・令和７年度は、精神障害者を対象と
した地域生活支援拠点事業におい
て、障害者相談支援事業所等との連
携のもと支援を行ってきた。

■施策３　障害者の地域生活支援拠点の充実（掲載ページ：Ｐ２５４）

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　区内の精神保健に関する保健・医
療・福祉関係機関に所属する委員か
ら成る｢中野区地域精神保健連絡協
議会｣により各関係団体の協力体制
の整備及び調整などの検討を行い、
地域における生活を支援する基盤づ
くりを進めていきます。
　協議の場の設置、住まいの確保支
援に係る事業、ピアサポート、アウト
リーチ、退院後の医療の継続支援、家
族支援など、その人を取り巻く地域
全体で支援体制を構築するものとし
て、今後、一層の推進を図っていきま
す。

保健予防課
障害福祉課

自己評価： 〇 【保健予防課】
　意見交換や協議された検討事項に
ついて、地域の資源開発につなげて
いくことが必要である。

【障害福祉課】
　協議会の場を通じて、引き続き関係
機関との地域における連携強化を
図っていく。

【保健予防課】
　中野区地域精神保健連絡協議会で
は精神保健福祉法２３条通報の令和
７年における中野区の状況について
報告し課題を抽出した。また措置入
院退院後支援事業の事例を紹介し、
家族支援も含めた関係機関の連携や
支援体制について意見交換を行っ
た。

【障害福祉課】
　中野区地域精神保健連絡協議会を
通じて、地域の精神保健の関係機関
と課題の共有と、体制整備を推進し
た。令和７年度は、通報を契機に入院
等に至った事例や、直近の被通報者
の年齢層の傾向について、情報交換
や事例検討を行った。
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計画進捗管理シート

　　主な取組 ①　就労に向けた専門的支援の拡充

　区内の就労移行支援事業所におけ
る利用者数の減少傾向が見られるな
か、法定雇用率は上昇する予定と
なっており、障害のある人の就労を
推進するためにはこれまで以上に専
門性や丁寧な支援が必要です。就職
前、就職後それぞれに、区の障害者就
労支援センターを担う中野区障害者
福祉事業団が適切に継続して支援で
きるように体制を確保していきます。
　更に、休職中の人に対し、職場復帰
に向けた一時的な支援を行うなど、
ニーズに応じた幅広い支援を行える
ように、専門性を確保する取組を推
進していきます。

障害福祉課

自己評価： 〇 　引き続き、関係機関との連携を図り
ながら、就労及び定着・生活支援を継
続する。

　就労相談、職場開拓、職場実習支
援、職場定着支援、日常生活支援等
の就労支援センター業務を中野区障
害者福祉事業団に委託し、事業を継
続した。特に、障害者雇用に取り組む
企業を訪問し、継続的な助言・支援等
を充実させることで、就労の定着・継
続を図った。

７７人

■施策１　就労機会の拡大　（掲載ページ：Ｐ２５７）

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

2
※

就労支援事業による一般就労者数

計画策定時
令和４年度

（2022年度）

現状値
令和7年度

（２０２5年度）

目標値
令和８年度

（２０２６年度）

目標値
令和１０年度
（２０２８年度）

５９人 59人 ７１人

計画名称 障害者計画

基本施策 ４　障害者の就労の支援

実現すべき状態

　職場における障害への理解や合理的配慮の提供が進み、障害のある人が当たり前に働
ける地域社会の中で、一人ひとりが個々の状況に合わせて就労形態を選択し、いきいきと
暮らしています。
　生産性だけではなく、働きたいという気持ちが尊重され、就労継続支援事業所では利用
者がやりがいを感じ、意欲を持って働いています。
　こうした働き方を支えるため区内の企業等と連携を図り、さまざまな作業に取り組める
環境になっています。

成果指標

1
年金・手当以外の一般就労による定期的な収
入のある障害のある人（15歳以上65歳未満）
の割合

計画策定時
令和４年度

（2022年度）

現状値
令和7年度

（２０２5年度）

目標値
令和８年度

（２０２６年度）

目標値
令和１０年度
（２０２８年度）

44.4% 45% 45.7% 46.4%
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　　主な取組 ② 雇用の確保

　　主な取組 ① 特別支援学校・障害者就労支援事業所との連携強化

　　主な取組 ② 体験実習を通した就労支援の充実

　　主な取組 ③ 就労定着に向けた関係機関の連携強化

　中野区障害者福祉事業団へ委託し
た障害者就労・雇用促進事業におい
て、職場への同行援助、職場訪問及
び利用者、家族及び事業主に対する
助言や調整等を行ったほか、就職後
にも日常生活の支援やカウンセリン
グ等を行うことで、就労後も安心し
て就労継続できるよう支援を行っ
た。

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　障害者総合支援法に基づく就労定
着支援サービスの利用終了後も、な
お就労定着への支援が必要な人に対
して、就労移行支援事業所、就労定着
支援事業所、就労支援センター、相談
支援事業所とが一層の連携強化を行
い、就労定着に取り組みます。
　また、就職後の一定期間ごとの定
着率を分析し、障害者が働き続けら
れる環境の確保など、障害者本人の
定着のための支援に取り組みます。

障害福祉課

自己評価： 〇 　引き続き、関係機関と連携しながら
就労定着のための支援を推進する必
要がある。

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　区役所における体験実習の機会に
おいては、個々の段階に応じた体験
ができるように、就労支援センターと
相談をしながら、実施内容を拡充し
ていきます。
　企業等における実習の機会を確保
できるように、就労支援センターを通
じて働きかけを行っていきます。

障害福祉課

自己評価： 〇 　区役所における職場体験実習のさ
らなる拡充及び企業等における実習
機会の確保ができるよう、中野区障
害者福祉事業団と連携し検討する必
要がある。

・庁内に対して業務の募集を行うこと
で、区役所における職場体験実習の
充実を図った。
・企業等に対しても職場実習に係る
理解促進や相談支援を実施し、実習
機会の確保のため働きかけを行っ
た。

■施策２　一般就労への支援と定着の取組の強化（掲載ページ：Ｐ２５８、２５９）

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　特別支援学校在学中から就労に対
する早期支援を実施し、在学生や家
族に対して、就職に向けた課題解決
や意欲の喚起を行い、卒業後におけ
る進路の選択肢を広げる取組を進め
ます。
　また、一般就労を希望する障害者就
労支援事業所の利用者に対し、アセ
スメント等を行い、それぞれに合った
就労を目指す支援を行います。

障害福祉課

自己評価： 〇 　引き続き、特別支援学校や障害者
就労施設等の関係機関との連携を強
化し、在学生及び保護者等への就労
支援を推進する。

　中野・練馬の特別支援学校への定
期的な訪問や在学生に対するアセス
メント及び保護者や障害者就労施設
への相談支援等により、個々の状況
把握に努めるとともに、継続的な就
労に関する支援や卒業後の選択肢を
拡げるための支援を行った。

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　障害者就労支援センターにおいて、
職場実習の受入れ企業等の新規開拓
を行ってきており、法定雇用率引き
上げに向けて、企業等への働きかけ
を一層行っていきます。
　企業等に対し、実習受入奨励金と
いった区の助成制度について周知す
る、障害特性を知る、職場の受入れ体
制をつくるための助言の機会を設け
るなど、障害者雇用を推進するため
に働きかけていきます。

障害福祉課

自己評価： 〇 　引き続き、企業に対して障害者雇用
に関する制度等の情報提供や実習受
入奨励金制度の周知及び利用促進を
図る必要がある。

・区内中小企業を中心に訪問を行
い、雇用の場の開拓を進めたほか、
企業に向けた、国や都の障害者雇用
に関する制度の紹介や障害に関する
情報提供を実施するなど、働きかけ
を行った。
・企業に対し、実習受入奨励金制度に
ついて周知し、利用促進を図った。
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　　主な取組 ④ 障害者就労支援事業所のネットワークを活用した就労支援

　　主な取組 ① 安定した受注の確保

　　主な取組 ② 自主生産品の充実に向けた支援

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　高齢化、重度化が進み、これまで以
上に分かりやすい工程の自主生産品
の開発が求められています。
　自主生産品の開発においては、区
内の企業等や個人事業者の方など、
新しいもの、伝統工芸といった古くか
らあるもの、技術的な協力、販路の確
保等、様々な視点をもって実効性の
ある連携の機会を確保していきま
す。

障害福祉課

自己評価： 〇 　障害者就労施設ごとの課題や需要
を把握し、自主生産品の拡充に向け
た後方支援を推進する必要がある。

　各障害者就労施設利用者の得意分
野を活かして新たに作成した自主生
産品を区役所の福祉売店で販売する
など、各施設との連携及び販路の確
保を行った。

　各事業所が安定的に仕事を受託し
工賃向上を図るために、区は共同受
注促進事業として中野区障害者福祉
事業団に委託し、専任の受注開拓員
が企業等への働きかけや調整を実施
しています。また、障害者優先調達推
進法に基づく公園清掃委託といった
一括発注の窓口として事業所との調
整を行っています。
　利用者の高齢化、重度化が進んで
おり、工賃の向上だけではなく、利用
者一人ひとりが、働くことでの充足感
を得ることで、より豊かな生活を送
ることができるように、利用者の適
性に配慮したうえで、受注開拓を継
続して行っていきます。
　特定の事業所が受注作業を一括し
て請け負い続けることになれば、そ
の受注は当該事業所が受け持ち、共
同受注開拓員は新たな開拓に取り組
むなど、効率的な開拓のあり方も検
討します。
　また、「なかの障害者就労支援ネッ
トワーク」により、協働して就労や受
注の向上に係る取組として区役所に
おける販売会やポスター掲示等によ
る周知、情報共有などを行っており、
これからも継続していきます。

障害福祉課

自己評価： 〇 　引き続き、事業者からの受注の確
保及び自主生産品の販路拡大に向け
た販売機会の確保や後方支援を進め
る必要がある。

・障害者就労施設が安定的に仕事を
確保し、工賃向上を目指せるよう、受
注化委託員による営業活動や、施設
に対する受注や分配、納品等の支援
を実施した。
・なかの障害者就労支援ネットワーク
共同受注部会、及び中野区障害者自
立支援協議会４部会合同セミナーと
連携し、区役所１階ナカノバにて自主
生産品の販売会を開催した。
・障害の理解促進・ふれあい交流事業
において、区内就労支援施設の利用
者と小学生親子が一緒に、自主生産
品を作成し、同時に自主生産品の販
売会も開催した。

■施策３　就労継続支援事業所における工賃の向上（掲載ページ：Ｐ２６０、２６１）

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

自己評価： 〇　なかの障害者就労支援ネットワーク
を中心とした、障害のある人や家族
に対する就労への意欲喚起や各事業
所職員の支援力向上に向けた取組を
支援します。
　また、なかの障害者就労支援ネット
ワークが主催するセミナー等に民間
企業や経済団体の参加を促し、地域
ぐるみでの就労支援に取り組みま
す。

障害福祉課

　引き続き、　なかの障害者就労支援
ネットワークを中心に、関係機関や民
間企業等と連携し、就労支援を推進
する必要がある。

　なかの障害者就労支援ネットワーク
雇用就労部会において、２か月に１回
会議を開催し、事業所、ハローワーク
等の参加者と、求人情報等の情報交
換・意見交換を行った。
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　　主な取組 ③ 就労継続支援事業所が担う役割の拡充

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　障害の重度化・高齢化により、就労
継続支援事業所においても、工賃向
上に加えて、その人らしい働き方が
できる環境の確保が重要になってい
ます。
　一人ひとりの目的や求める働き方
を見極め、支援できるように、障害者
自立支援協議会を活用して事業所間
の定期的な情報交換の場を確保する
とともに、区として必要なサービスの
整備、地域のなかでの役割分担がで
きる資源づくりを進めるため、検討
を行います。

障害福祉課

自己評価： 〇 　引き続き、自立支援協議会を活用
し、定期的な情報交換の場を確保す
るとともに、就労継続支援事業所等
と連携し、一人ひとりに合った就労環
境の整備を検討する必要がある。

・２か月に１回、中野区障害者自立支
援協議会の就労支援部会において、
定期的な情報交換の場を確保した。
・就労支援部会で障害者就労相談会
を開催し、障害者やその家族を対象
とした就労相談及び助言を行った。
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計画進捗管理シート

計画名称 障害者計画

基本施策 ５　障害児支援の提供体制の整備

実現すべき状態

　身近な地域で相談できる窓口の周知、気づきの段階から子どもや家族を支援する専門
的な相談対応と適切なケアマネジメントによる継続的な支援など、障害や発達に課題のあ
る子どもに対する支援体制が整備されています。
　また、必要な子どもに対し区立療育センター等の療育相談の機会が確保され、地域の障
害児通所支援事業所の専門的支援が提供され、関係機関の連携による重層的な地域支援
体制が構築されています。
　障害児相談支援や障害児通所支援のサービス提供体制が確保され、障害や発達に課題
のある子どもが、質の高い専門的な支援を受けることができています。専門性のある障害
児相談支援事業者により、子どもの障害や特性に応じた必要な支援を総合的に判断した
障害児支援利用計画が作成されています。
　すこやか福祉センターを中核として、保健、医療、障害福祉、保育、教育等の関係機関等
が連携して、ライフステージに沿った切れ目のない一貫した支援を行える体制が構築され
ています。
　医療的ケアの必要な子どもが、地域の保育、教育等を受けることができ、障害の有無に
関わらず、ともに学び、育ち、生活できる環境が整っています。
　子どもの障害や発達特性に係る地域の理解が進み、合理的配慮が促進され、地域でとも
に暮らし、生きがいをともに創り、高め合うことができる地域共生社会の実現に向けた取
組が進んでいます。

成果指標

1
「日頃から子どもの状況を伝え合い、子どもの
発達の状況や課題について共通理解ができて
いる」と考える保護者の割合

計画策定時
令和４年度

（2022年度）

現状値
令和7年度

（２０２5年度）

目標値
令和８年度

（２０２６年度）

目標値
令和１０年度
（２０２８年度）

89.7% 94% 95% 100%

83%

2
※

障害児支援利用計画の作成が必要な件数のう
ち、指定障害児通所支援事業所により作成さ
れた計画の割合

計画策定時
令和４年度

（2022年度）

現状値
令和7年度

（２０２5年度）

目標値
令和８年度

（２０２６年度）

目標値
令和１０年度
（２０２８年度）

71.0% 66.4% 79%
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　　主な取組 ① 中野区版児童発達支援センター機能の充実

ア  障害や発達の特性に関する身近
な地域での情報提供や相談支援
　保護者や家族が、早い段階から子
どもの障害や発達の課題に気づくこ
とができるよう、すこやか福祉セン
ターを中心に、子育て相談、発達支援
相談等を実施するとともに、障害や
発達の特性に関する知識や理解を深
めるための情報提供や相談支援を行
います。

イ  療育相談の中心となる児童発達
支援センターの設置の検討
　障害や発達に課題のある子どもに
対して、児童福祉法に基づく障害児
通所支援の必要性の判定を行う療育
相談の充実のため、児童福祉法に基
づく児童発達支援センターの設置に
向けた検討を行います。

障害福祉課
すこやか福
祉センター

自己評価： 〇 【障害福祉課】
ア　療育相談の充実に向けて、療育相
談のあり方について検討するととも
に、療育センターにおける専門人材
の確保に努める。

イ　児童発達支援センターの整備に向
けた検討を進めていく。

【すこやか福祉センター】
　小学校や中学校卒業後においても
継続した支援ができるよう、関係機
関と連携し子どものライフステージに
あわせた、きめ細かい支援体制を整
えていく必要がある。

【障害福祉課】
ア　区立療育センターにおいて、発達
に課題のある子どもの子育て、医療、
福祉に関する相談に応じ、福祉サー
ビスの利用の必要性を判断し、子育
てに関する助言・相談を行った。

イ　中野区版児童発達支援センター
機能に加えて、新たに児童福祉法に
基づく児童発達支援センターを設置
するため、令和８年３月策定の「中野
区基本計画」及び「中野区区有施設整
備計画」に施設整備を位置づけ、検討
を行った。

【すこやか福祉センター】
　育児不安や子どもの発達に関する
相談に、医師・心理職などの専門職
が一緒に関わり、必要な家庭に継続
した支援ができるように取り組んで
いる。また必要時には、医療機関や療
育機関、その他関係機関などと連携
し、切れ目のない支援が継続できる
よう体制整備に努めている。

■施策１　障害や発達に課題のある子どもの地域社会への参加・包容の推進　（掲載ページ：Ｐ２66、２６７）

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題
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　　主な取組 ② ライフステージに応じた集団生活への適応のための支援

取組内容 所管課
令和７（２０２５）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

ア 保育所等訪問支援の充実
　区立療育センターが実施している
保育所等訪問支援について、未就学
児だけでなく就学時も対象とするこ
とにより、保育所等訪問支援をさら
に充実させます。また、区立療育セン
ターだけでなく、民間の事業所による
保育所等訪問支援の実施促進に取り
組みます。

イ 関係機関の連携による支援
　子どものライフステージに応じて、
保健・医療・福祉・教育・就労等、様々
な係者が連携し、子どもにとって最
適な支援につながるよう、相談支援
の仕組みの整備や機能強化を図ると
ともに、障害児通所支援事業所だけ
でなく保育園や学校、学童クラブ等
においても障害や発達に課題のある
子どもを受け入れられるよう、さらな
る連携を深めていき、地域の子育て
環境の整備を図ります。
　特に、子どものライフステージの大
半を占める学齢期においては、教育
との緊密な連携のもとに支援してい
くことが重要であり、ライフステージ
の節目ごとにつながった支援をアセ
スメントし、継続的かつ総合的に支援
をしていく幅広い相談支援体制を構
築します。

障害福祉課
保育園・幼稚
園課
学務課
育成活動推
進課

自己評価： 〇 【障害福祉課】
ア　就学児への保育所等訪問支援の
充実のため、訪問支援を受け入れる
学校側の理解を得られるよう、関係
会議等を通じて支援の説明・周知を
行うとともに、保護者に対しても就学
後も利用できるサービスであること
について、丁寧な情報提供に努める。

イ　障害や発達に課題のある子ども
の支援に係る関係機関の協議の場を
設置し、総合的かつ継続的な支援の
実施に向けた検討及び情報共有等を
行う。

【保育園・幼稚園課】
　「保育ソーシャルワーク事業」を継続
実施している。事業について、各保育
所へ周知を行い、オンライン申請を取
り入れ、巡回訪問の他に、電話やオン
ライン相談も行うことで、相談件数の
増加を図り、保育所の課題解決に取
り組んでいく。

【学務課】
　子どものライフステージが変わるた
びに相談窓口も切り替わってしまう
ため、相談者にとって負担が大きく
なることがある。
そのような場合でも、相談が途切れ
ないように、一貫して対応できる所
管で継続的にサポートする必要があ
る。

【育成活動推進課】
　障害や発達に課題のある子どもが
安心して学童クラブで過ごせるよう、
入所前に、児童の状況を関係機関に
聴取するなど、引き続き連携を図っ
ていく。医療的ケア児の受け入れに
あたっては、支援検討委員会の開催
などにより、関係部署や総合嘱託医
との連携を行っていく。

【障害福祉課】
ア　区立療育センター施設において
は、集団生活への適応支援のため、
就学後も利用ニーズに応じて、小学
校への保育所等訪問支援を実施し
た。
　また、民間事業所による保育所等
訪問支援の実施促進のため、開設経
費を補助することにより、新たに２事
業所が開設した。

イ　障害や発達に課題のある子ども
たちに対し、関係機関が連携し、切れ
目のない支援を提供できるよう、情
報共有・連携・協議の場の設置につい
て検討した。

【保育園・幼稚園課】
　「保育所等訪問支援」を利用しない
子どもに対する支援、また保護者の
養育等の課題に対する保育所への支
援の一環として、令和３年度に「保育
ソーシャルワーク事業」を開始した。
各保育所の子どもや保護者の多様
化、複雑化する様々な課題について、
相談員が専門的な見地から助言を
行った。

【学務課】
・連絡会を開催し、関係所管での医療
的ケア児支援の取り組み状況や、課
題について確認を行った。
・就学相談を開始する際には、就学前
施設および療育施設に説明を行い、
相談支援の充実を図るようにした。

【育成活動推進課】
・学童クラブにおいて障害や発達に
課題のある子どもの受け入れを行う
ため、就学前に当該児童が通う保育
園等へ現地調査に行き、学童クラブ
職員の加配を検討するなど、必要な
連携を行った。令和６年度から学童ク
ラブにおいて医療的ケア児の受け入
れを開始した。受け入れにあたって
支援検討委員会を開催し、庁内関係
部署のほか、総合嘱託医の意見を聴
取し、支援の内容について検討を
行った。
・令和７（２０２５）年４月に南台学童ク
ラブを新規に開設し、当クラブでは
医療的ケアが必要な児童の受け入れ
を行った。
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　　主な取組 ③ 障害や発達に課題のある子どもの保護者・家族への支援

　　主な取組 ① 障害児通所支援事業所の確保と質の向上

　　主な取組 ② 重症心身障害児や医療的ケア児を受け入れる事業所の確保

令和７（２０２５）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

ア 指導検査や研修会等による障害
児通所支援事業所の質の向上
　児童福祉法に基づく障害児通所支
援サービスを提供している事業者に
対して、計画的に指導検査（実地指
導、集団指導）を実施します。また、集
団指導の機会に、障害児への虐待防
止を含め、支援の質の向上のための
研修といった取組も行い、障害児通
所支援事業所における支援の充実を
図ります。

イ 障害児通所支援事業所への福祉
サービス第三者評価の活用促進
　区内の障害児通所支援事業所が東
京都福祉サービス第三者評価を定期
的に受審できるよう、補助制度を継
続し、受審促進に取り組みます。

障害福祉課

自己評価： 〇 ア　近年の事業所数の増加を踏まえ、
実地検査の計画的実施と集団指導の
内容充実を図る。また、支援の質向上
のため、多様なテーマで研修を実施
する。

イ　当事者及び当事者家族がニーズ
に応じた事業所選択ができるよう、
東京都の制度に準じ、引き続き受審
経費の補助を継続していく。

ア　ペアレントメンター養成事業にお
いて、ペアレントメンターの養成に加
え、障害や発達に不安や戸惑いを感
じる保護者を支援するため、ペアレン
トメンターによる個別相談・グループ
相談を実施した。また広く区民への
普及啓発のため、シンポジウムを実
施した。

イ　区立障害児通所施設において、保
護者の出産・病気、休養等のため、障
害や発達に課題のある児童延べ７４
３人について日中一時的な預かりを
行った。
また、保護者のレスパイト等を目的と
する在宅レスパイト・就労等支援事業
について、令和８年度実施に向け利
用時間数や実施場所等制度の拡充を
検討し、予算化した。

　重症心身障害児等を受け入れる障
害児通所支援事業所の誘導整備のた
め、令和８年５月開設の新規事業所
に対し、開設準備経費の補助を行っ
た。

取組内容 所管課
令和７（２０２５）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

ア ペアレントメンターによる相談支
援の充実
　障害や発達に課題のある子どもの
保護者や家族が、地域で孤立するこ
となく日頃から身近に安心して相談
のできる場所や、様々な情報を得る
機会を確保します。このため、ペアレ
ントメンター養成事業において、相談
会や講座、シンポジウム等の取組を継
続、促進します。

イ 保護者のレスパイト等の支援
　障害や発達に課題のある子どもの
保護者が、疾病等により子どもを介
護することが困難となった場合に対
応できるよう、区立障害児通所支援
施設において一時保護事業を行い、
保護者が、緊急時に安心して子ども
を預けられる場所の確保に努めま
す。

障害福祉課

自己評価： 〇 ア　ペアレントメンター養成事業につ
いて、養成したペアレントメンターの
活動の機会を確保するとともに、運
営方法の検討や周知広報の充実を図
る。
また、医療的ケア児保護者が、日頃の
悩みや不安などを相談できる子育て
経験者の相談へも発展させている。

イ　一時保護事業の利用が増加傾向
にあり、特に長期休暇期間中や緊急
時の預け先の確保が課題となってい
るため、受入体制の拡充について検
討していく。
在宅レスパイト・就労等支援事業につ
いて更なる拡充の実施可能性につい
て検討を行う。

ア　運営実績の浅い事業所や利用者
からの声等を踏まえて、運営状況等
の検査が必要な事業所７か所に対し
て実地指導を行った。また、区内全事
業所を対象に集団指導を１回行い、
障害児への虐待防止をはじめ、法令
等に基づく適正な運営が確保される
よう、必要な情報提供と研修を行っ
た。

イ　サービス内容の見える化及び
サービスの質の向上を図ることを目
的に、民間の障害児通所支援事業所
３か所に対し、第三者評価の受審経
費の補助を行った。

取組内容 所管課
令和７（２０２５）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　重症心身障害児や医療的ケア児等
を受け入れる障害児通所支援事業所
では、その障害の特性にあった設備
等が必要であり、開設にあたり大き
な財政的負担が必要となります。ま
た運営においても、看護師等の複数
名配置や送迎体制の構築など高い
ハードルがあります。このため新規事
業所の開設が進まず、重症心身障害
児や医療的ケア児の保護者等が、子
どもの通所先の確保に苦慮する状況
となっています。
　区内では、現在、主として重症心身
障害児や医療的ケア児を受け入れる
障害児通所支援事業所が２か所あり
ますが、さらなる新規事業所の誘導
整備に取り組みます。

障害福祉課

自己評価： 〇 　民間事業所３か所が今後も安定的
な運営を継続できるよう、看護職員
の配置に係る補助等、引き続き必要
な支援を行っていく。

■施策２　障害の特性に応じた障害児通所支援事業所等の基盤整備等（掲載ページ：Ｐ２６８）

取組内容 所管課
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　　主な取組 ③ 障害児相談支援体制の充実

　　主な取組 ① 医療的ケア児等の協議の場や医療的ケア児等コーディネーターの配置

　　主な取組 ② 医療的ケア児及びその保護者等からの相談体制の整備

ア　中野区障害児相談支援事業運営
費補助事業により、区内に所在する
障害児相談支援事業所に対し、障害
児支援利用計画案を年度内に２０件
以上作成した事業者に対し補助金を
交付した。令和７年度は前年度１事業
所増の８事業所に対し補助金を交付
している。
しかしながら、増加を続ける障害児
通所利用者に対し、障害児相談支援
事業者による計画作成が思うように
進んでおらず、セルフプラン作成者
の割合は横ばい程度であった。

イ　指定特定障害者相談支援事業、
指定障害児相談支援事業所の新規開
設に際しては、中野区における障害
児相談支援事業簿現状を伝え、障害
児支援利用計画の作成について、協
力を依頼した。

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

ア セルフプラン解消のための障害児
相談支援事業所への支援
　障害児支援利用計画の作成が必要
な子どもに対して、障害児相談支援
事業者による計画作成を進めるた
め、計画案の作成件数に応じて補助
を行い、事業者支援に努め、セルフプ
ラン解消に取り組みます。

イ 障害児相談支援事業所の開設の
誘導
　既存の障害児相談支援事業所に対
する支援のみでは十分とは言えない
ため、障害児支援利用計画案を作成
できる事業所の、さらなる新規事業
所の誘導に取り組みます。

障害福祉課

自己評価： △ 　セルフプランの解消に向けて引き
続き、相談支援専門員の増員や育成
を図り、相談支援体制の強化・充実を
図っていく。

ア 医療的ケア児等の協議の場の活用
による支援体制の充実
　令和５年度（2023年度）に運営を
開始した「中野区医療的ケア児等支
援地域協議会」の活性化に努め、協議
会における多様な視点からの議論を
踏まえ、医療的ケア児等支援の体制
構築に努めます。

イ 関係機関連携の中心となる医療的
ケア児等コーディネーターの配置
　医療的ケア児等コーディネーターの
情報共有等の場としての「中野区医
療的ケア児等支援情報連絡会」を引
き続き運営していきます。また、区に
おける医療的ケア児等コーディネー
ターの位置付け及び配置を明確化
し、民間事業所に従事する医療的ケ
ア児等コーディネーターによる医療
的ケア児支援の活動促進に取り組み
ます。

障害福祉課

自己評価： 〇 ア　「中野区医療的ケア児等支援地域
協議会」を開催し、引き続き、医療的
ケア児等支援施策を推進するととも
に、令和６年度に実施した「中野区医
療的ケア児とその家族の生活実態ア
ンケート調査」の結果を踏まえ、新た
に家族・きょうだい支援の充実や区
立施設等における医療的ケア児の受
け入れ体制の拡充等について、検討
を進める。

イ　令和８年４月開設の医療的ケア児
等専門相談窓口を起点に、地域の医
療的ケア児等コーディネーターによる
支援体制の一層の充実を図る。
　また、医療的ケア児等コーディネー
ターの資質向上のための研修を継続
して実施するほか、学校や通所支援
事業所、訪問看護ステーション等の看
護職員を含む医療的ケア児支援に係
る関係者を対象としたスーパーバイ
ズを実施する。

ア　「中野区医療的ケア児等支援地域
協議会」を４回開催し、医療的ケア児
等の支援に係る取組等について、区
内関係者・関係機関等と情報共有及
び協議した。特に医療的ケア児等専
門相談窓口の設置をはじめとした、
令和８年度の新規事業である医療的
ケア児等専門相談支援体制整備事業
について、専門的な知見から意見を
聴取した。

イ　「中野区医療的ケア児等支援情報
連絡会」を４回開催し、区内の医療的
ケア児等コーディネーターの連携強
化を図るとともに、コーディネーター
の資質向上のため、研修を実施した。

■施策３　医療的ケア児等への包括的な支援体制の整備（掲載ページ：Ｐ２６９）

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

取組内容 所管課
令和7（２０２5）年度の
取組状況と自己評価

今後の課題

　医療的ケア児が、出生して病院のＮ
ＩＣＵ（新生児集中治療管理室）で治療
を受けてから退院し、地域での生活
を始めるにあたっては、保護者だけ
でなく医療ソーシャルワーカーが介
在するなど、関係機関の連携が必要
です。このため、誰にとっても分かり
やすい一元的な医療的ケア児等の相
談窓口の設置を検討します。

障害福祉課

自己評価： 〇 　令和８年４月に開設した「中野区医
療的ケア児等専門相談窓口」につい
て、ワンストップの専門相談機能や
コーディネート機能を高めていくとと
もに、令和８年度に開設予定のSNS
相談と併せて伴走型支援に努める。

　医療的ケア児等専門相談窓口につ
いて、「中野区医療的ケア児等生活実
態アンケート調査（令和６年度実施）」
や「中野区医療的ケア児当支援地域
協議会」の議論を踏まえ、令和８年度
の開設に向けた準備・検討を行った。
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